
〔論説〕

ショッピングセンターの広告圏モデル再考と
新聞販売所の立地

神頭広好

I はじめに

広告圏は商固との関係が強いものの商圏はLosch(1940)に見られるように需

要の観点から商業施設の市場範囲として位置づけられるが、広告圏は企業の広

告費と収入としての販売額による利益にもとづいている.実際には、広告によっ

て商圏が拡大されるケースもあるが、広域的な商圏においては商圏の中に広告

圏が存在するケースもある。

ここでは、まず神頭 α010)の探索的な広告圏モデルにもとづき、ショッピ

ングセンターを中心とする住宅ゾーンを対象に広告情報量およびそのショッピ

ングセンターからの距離によるショッピングセンターの経営者の空間的総利潤

最大化から導かれる全域的広告圏および利潤ゼロ条件(または長期均衡)のも

とでの広告圏について分析する。最後に幾何学的観点から、広告によって利潤

を得る既存の新聞販売所の有効な立地について考察する。

E 広域的広告圏モデル

まず、モデルの構築に当たり、つぎの脅仮定が設定される 1.

(1) ショッピングセンターを中心に同心円的に居住地(居住ゾーン)が拡がっ
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ている.(図 1を参照}

。)すべての家計は、新聞をとっており、その新聞にはショッピングセンター

の広告が折り込まれている.それゆえショッピングセンターの広告情報は、

Eの家計にも均一に与えられる.

(3) 家計の需要量は、広告情報量k比例的であるが、ショッピングセンターま

での距離に反比例的である.

(4)ショッピングセンターの経営者は、広告情報量によって利潤最大化を図

る.それゆえ、広告費以外の費用{購入費、人件費および在庫費なめは

一定として考える.

圃1 ショッピングセンターと居住ゾーン

樹上闘は指揮(2010.p. Z)の図1と同事院である.

拙著 (2010)において、ショッピングセンターの経営者のゾーンaにおける

利潤最大化モデルは、
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ショッピングセンターの広告圃モデル再考と新聞販売所の立地

ただし、 Oは基本需要、 αは広告情報量(1<α)、nはショッピングセンター
からの住宅ゾーンまでの距離、 βは需要の広告情報弾力性、 Yは需要の距離弾

力性、 cは家計・広告情報当たり費用をそれぞれ示す.

また、 (1)式からシヨツピングセンタ一経営者の空問的総利潤は、

H=fHRx=r昨(号写苧β九(仰2勾Z 加 叫 ο似x伽
I ~ 肉 2-<'一ザ7 xt 1 Y 令 1 
=1 QaP( 一 )π-ca(x'-x)" 1 
¥. - '2-r l-r' ， )， 

~ u_2n2-r-2 n1-r_l 今

=Qa'C'" --" ")πcα(n' -n)π (2)  
2-y I-r 

で表わされる.

ついで、長期において利潤がぜロとなる条件は (2)式から、

~ .<> .2n2マ 2 n1-r_1 噌

Qα( ー )π=四 (n孟-n)π(3)
2-r l-r 

である。したがって、この (3)式は、広告圏の限界条件を示唆している。

さらに、 (3)式から、

(4) 

2n'ヴー2 n'マー1
である。ただし、 1<α から少なくとも 〉 を必要とする。

2-r l-r 

(4)式については図2に示されている.この図2から、相対的に交通条件の

悪い (r=1.5)住宅地域においては、広告情報量を上げないと、交通条件の相

対的に良い (r=0.5)住宅地域における広告圏が同じにならないことが示され

ている.ただし、ここでは~ =0，01としている。
Q 
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園2 変遺条件'!U広告情糧量と居住ゾーン

つぎに、広告情報量にもとづく利潤最大化の条件はω式から、
;t_8-1，2n'--" -2 ，(ザー1，_ _，_2 

ゴー=sQαP-l(一一一一ー一一--=-)，.ーの -n)n'=0 (5) 
dα 2-y l-r 

である.

さらに、 2階の条件は、

~n _，_ .， ~ .._"，2n~ -2 ，r寸 -1
ヲゴ=仰_1)QaP-Z(一一一ー一一一)，.<0 (6) 
da' ，~ ，_ '2-y 1-1 

であることから、 0<β<1を必要とする.

(5)式から、利測が最大化される広告情報量とショッピングセンターからの

匝院との聞係は.

α~[;ぽ守J) (η 

で表わされる.

また、広告情報量ー定のもとで庖般であるゾーンを拡大することによる利潤

最大化の条件はω式から、
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シ目ツピングセンターの広告圃モデル再考と続聞販売同時の立泊

dII_QaT 
て一ーーァ(2n-l)n-僻 (2n-l)n=O
an n' 

である.

さらに、 2階の条件は.

efn ~ ~ " _" 五戸2QaPn-'n-2伺 n<。
から、

daTnザ〈仰
を必要とする.

(8) 

(9) 

(10) 

(8)式から、広告情報量一定のもとで利潤が最大化されるショッピングセン

ターから居住ゾーンまでの距爆は、

=n'=(竿)子 (11) 

で表わされる.(11)式については、需要の広告情報弾力性β別に困3に掲げら

れている.ただし、 Q=100 、 y=2 、 l~α ぎ 20 である.
c 

したがって、困3から利潤最大化における居住ゾーンは、広告情報量唱と増や

していくと徐々に小さくなっていく.また、広告情報量を所与とすると広告情

報弾力色sが大きいほど居住ゾーンは拡大していくことが示される.
n 

α 

圃3・Eの広告情報膏カ健別居住ゾーンと広告情帽量
-25-





( ) ( )



今後は、いくつかの商固と新聞販売所の勢力圏を分析した上で、ショッピン

グセンター当りの広告を介した新聞販売所の立地点を明らかにする必要がある。

注

1 この諸仮定については、拙論 (2010、p.2)と同様である.

2 一般にショッピングセンタ一規模の商圏は複数以上の住宅地区を覆っているが、新聞販

売所は新聞の阻達時聞を考慮して、小学校区に近い住宅地区を対象にしているために、新

聞販売所の勢力圃孟広告圃=商圏が予想される.

3 ここでの有効立地点とは、主に最寄品に関する広告がショッピングセンター経営者から

受注される範囲内にあるととを示している.

参考文献

Losch， A. (1倒:0)Dierl耐 m1ich由由削Igder前市曲折1.S，加Itga同 G.F"1Sher (邦訳ー篠原泰三『経

済立地論』大明堂、 1田8年)

神頭広好「住宅地を対象にしたショッピングセンターの広告圏モデルJW経営総合科学』愛知

大学経営総合科学研究所、第94号、 2010年

-28ー


